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２ ＩＣＴ導入における基本事項、留意点等  

用水の供給側である水管理組織及び需要側である農家にとって、農業水利施設

の管理労力及び運転経費の軽減、無効放流の削減は、水管理における基本的課題

といえる。 

また、近年では、農業従事者の減少、農業経営の大規模化といった農業・農村

の変化や、それに伴う農業用水の需要の変化により、利水調整や水管理方法の見

直しなどが求められている。 

それらの課題への対応のため、施設の機能向上や取水ルールの変更などを検討

しつつ、ＩＣＴ技術を導入することが重要である。 

本章では、まず、基幹施設から末端施設までを含む水管理システムにＩＣＴを

導入する目的、効果、導入における種々の留意点等を整理した上で、多機能型自

動給水栓の設置に係る技術面での留意事項等を整理している。 

 

（１）基本事項  

◯ 地区の水管理システムにＩＣＴを導入するに当たっては、地区によって条件

（農業水利施設、水管理組織、水利秩序など）が異なるため、農業用水の不公

平配分、無効放流の発生、維持管理労力の負担等の課題を整理した上で、これ

らの課題を解決する方策として、ＩＣＴ水管理の導入が有効かどうかを事前に

確認する必要がある。 

 

◯ ＩＣＴの導入により、例えば、揚水機場や分水ゲートの遠方監視・制御（幹

線レベル）とほ場に設置した多機能型自動給水栓（末端レベル）を連動させて

運用することも考えられる（本章（３）のタイプＢ１、Ｂ２、Ｃ）。その際、

施設を効果的に連動させるためには、上流レベルの施設は、対象の末端受益地

の正確な用水需要を把握し配水する必要があることから、末端レベル側からは

上流レベル側に対し、適切に需要量をフィードバックさせる必要がある。 

また、ＩＣＴの導入により、末端の用水需要に応じた送配水が可能となるが、

これに伴い取水量のピークが変化するような場合は、幹線水路の送水量の調整

や、無効放流を削減するための施設の工夫等を検討する必要がある。 

 

◯ ＩＣＴ機器は、様々なメーカーが販売しているため、メーカーごとにシステ

ムの規格・仕様が統一されておらず、互換性がない場合が多い。このため、同

じ地区内で複数の互換性のないシステムを利用する場合は、個々のシステムご

とに別々の画面を確認しなければならないなどの手間が生じる事例が見られ

る。ＩＣＴを導入する際は、管理者と農家とで調整し、可能な限り互換性のあ

る機器を導入することが望ましい。また、機器の操作に不慣れである場合、Ｉ

ＣＴ導入の効果が十分に発揮されない可能性がある。このため、操作の習熟の
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ためのサポート態勢の整備の検討や、ユーザーインターフェースの改良などに

より操作が簡単なシステムとすることが必要である。 

 

◯ ＩＣＴ機器を設置する際は、設置場所に留意する必要がある。良好な通信環

境を確保できるように、基地局やサーバーの設置・使用状況を事前に確認する

ほか、機器の電力を太陽光発電とバッテリーで確保する場合などは、日当たり

や天候にも留意する必要がある。また、営農者の農作業に支障がないことにも

留意する必要がある。 

 

◯ ＩＣＴ機器は、一般的に高額であるため、地区内のすべての施設に設置する

のはコスト面で難しい場合もある。このため、地区にとって効果的な導入範囲

を検討する必要がある。水源から末端ほ場まで需要に応じて送配水するために

は、手動で操作する施設があったとしても、部分的にＩＣＴを導入することに

より、需要に応じた効率的な水管理を行うことができれば、ＩＣＴ導入の効果

が発揮されているといえる。 

 

◯ 基幹施設、送水施設、末端施設のそれぞれがデータ連携することで、効率的

な送配水やほ場での適時適量の給水が同時に実現する。ただし、このようなデ

ータ連携による理想的な整備が、現状の課題に対してオーバースペックになら

ないかを十分に検討する必要がある。ＩＣＴ導入範囲の検討に当たっては、施

設の重要度、将来の管理体制、地元の意向などを十分踏まえ、施設間のシステ

ムの互換性や管理水準の調和、セキュリティの確保に留意しつつ、経済性に配

慮することが必要である。 

 

◯ 中山間地域は、耕作条件が悪いため担い手が集まりにくい状況であり、耕作

放棄地が生じやすい。通信環境が整備されやすい平場でＩＣＴ導入を進めるだ

けでなく、中山間地域においても、農村地域の通信インフラの整備との連携等

により、ＩＣＴ導入を検討していくことが望ましい。 

 

◯ 多機能型自動給水栓の故障や水位・水温センサーの不具合などが報告されて

いる。ＩＣＴ導入による効果を十分に発揮させるためには、ユーザー自身によ

るＩＣＴ機器の適切な維持管理も求められる。 
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（２）ＩＣＴ導入時の確認事項  

ＩＣＴの導入に当たっては、地区の課題を整理した上で、導入目的や期待す

る効果を明確化させることが重要である。  

 

ア 課題の把握・整理 

図 2-1 のように、ＩＣＴ機器（ＴＭ・ＴＣ、多機能型自動給水栓等）の導

入後の課題としては、設置費用に加え通信、部品交換等に対する継続的な維

持管理予算の確保、機器の操作方法に精通した管理者の配置、農業水利シス

テム全体の管理体制の整備などが重要であるため、ＩＣＴを導入する際、地

区としてＩＣＴを導入できる準備が整っているのかを事前に確認する必要が

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 ＩＣＴ導入後の課題（ＩＣＴ導入状況等調査より） 

※ＩＣＴ導入状況等調査：令和４年度に農林水産省が実施した土地改良区に対するアンケート調査 

 

ＩＣＴ導入について事前確認を行うため、かんがい施設の自動化システム

導 入 マ ニ ュ ア ル （ Brian, W. and Darell, Z.: Canal Automation for 

Irrigation System: ASCE Manuals and Report on Engineering Practice 

No.131, ASCE（2014））に記載されている内容を参考にしながら、課題の把

握・整理のための事前確認事項を以下のとおり整理したので、例として示す。 
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ＩＣＴ導入に係る課題の把握・整理のための事前確認事項 

１．予算は十分にあるか。 

２．ＩＣＴ導入の経験が足りないにもかかわらず、急速に実装を行おう

としていないか。 

３．操作者が装置の維持や操作に精通しているか。プロジェクト実施者

は長期間をかけて操作者を教育することへの十分な予算を確保して

いるか。 

４．大きな節水効果や楽な操作への過大な期待はないか。 

５．性能や必要性を考慮せず、責任者が低コストな機器を使いたがって

いないか。 

６．明確に定義された操作目的があるか。 

７．計画段階から新しいシステムを維持する実際の人が参加しているか。 

８．設計者に灌漑システムの設計の経験があるか。 
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イ ＩＣＴ導入の目的・効果 

実証調査結果等を踏まえ、ＩＣＴの導入による主な目的・効果について、

以下のとおり整理した。 

 

① 水管理労力の軽減 

ＩＣＴによりポンプ場や分水ゲートなどの配水施設、ほ場給水栓の自動

化・遠方操作を行うことにより、土地改良区や水利組合などによる施設監視

や農家によるほ場の見回りなどの水管理のための移動を減らすことができ、

大幅な水管理労力の削減が図られる。この効果は実証などによって広く明ら

かにされており、導入の動機づけとなることが多いと考えられる。 

 

② 節水、節電効果 

ＩＣＴにより末端の水需要を的確に把握し、適時適量の給水を行うこと

で、無効放流の削減や配水ブロック間の不均衡解消が図られる。また、揚水

機場においては配水期間の見直しや無効送水の削減により、節水や節電効果

も期待できる。無効放流の削減や正確な分水管理の実現といった節水効果は、

実証などによっても明らかにされている。一方、節電効果については、水管

理方式や地区内の施設配置状況によって異なる可能性がある。 

 

③ 事故時・災害時における対応業務の効率化 

ＩＣＴによる揚水ポンプなどの施設の遠方監視により、故障発生時に土

地改良区などの迅速な対応が可能となる。また、大雨・洪水時に排水ポンプ

などの遠方操作が可能となり、管理者の事故防止に寄与する。これらの効果

は実証などによっても明らかにされている。 

 

④ 収量・品質の向上 

ＩＣＴにより従来よりも精緻な水管理が可能となり、作物の収量・品質

の維持・向上に資する効果が期待できる。この効果は、実証などによっても

明らかにされている。 

 

 



20 
 

（３）ＩＣＴ技術を導入した水管理のタイプ 

水管理におけるＩＣＴ技術の活用については、 

・ 幹線レベル、支線レベル、末端レベルの水路システムにおける遠方監視 

・ 遠方操作・自動制御システムの導入 

・ ほ場における多機能型自動給水栓・バルブの設置 

・ これらシステム同士の相互連携 

・ 各施設の管理者間や農家との間での用水需給情報の共有 

などが挙げられる。 

 

これらのようなＩＣＴ技術を活用したシステムを導入する際、その対象とな

る水路システムのレベル（幹線レベル、支線レベル、末端レベル、ほ場）やそ

の範囲、また各レベル間でのデータ連携の有無により、ＩＣＴ技術の導入が水

管理全体に及ぼす影響や効果は異なってくる。 

ここでは、ある程度場合分けして議論する素地ができるよう、「次世代型水

管理システム導入ガイド」（内閣府：戦略的イノベーション創造プログラム「次

世代農林水産業創造技術」（2014～2018 年度））において整理されている次世代

型水管理システムに対応する展開レベルの分類を参考とし、「ＩＣＴ技術を導入

した水管理タイプ」として、以下の５種類に分類した。 

・ 幹線水路・支線水路のシステム整備・連携に注目したタイプＡ１・Ａ２ 

・ 末端水路システムの整備、末端と支線との連携に注目したタイプＢ１・

Ｂ２ 

・ 幹線・支線・末端の全てが連携したタイプＣ 

 

水管理タイプは、農家と土地改良区等の水管理組織の間で運用される水管理

方式（供給主導型、半需要主導型、需要主導型）や地域の農業水利システム（農

業水利施設、水管理組織、水利秩序）の状況によって異なってくる。 

ＩＣＴ導入に係る検討は、農業水利システムが適切に機能を発揮できるよう

水管理システムや水管理方式を考慮しながら進める必要がある。 

５種類のタイプ間に優劣はなく、地域の水管理の現状に応じて、適切にＩＣ

Ｔを導入することが望ましく、ＩＣＴ導入が課題解決策になり得るかを関係者

間で十分に議論する必要がある。 
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表2-1 ＩＣＴ技術を導入した水管理のタイプ 

概要 

タイプＡ１ タイプＡ２ タイプＢ１ タイプＢ２ タイプＣ 

幹線又は支線に

ＴＭ・ＴＣ整備 

幹線・支線が 

データ連携 

末端に遠方操作

給水栓及びそれ

らの連動 

ほ場―支線間で

データ連携 

ほ場から幹線ま

でデータ連携 

幹線レベル 

（送水系） 
×／○ ◎ ×／○／◎ ×／○ ◎ 

支線レベル 

（送配水系） 
×／○ ◎ ×／○／◎ ◎ ◎ 

末端レベル 

（配水系/ほ場） 
× × 

○ 

（△） 
◎ ◎ 

×：システム未整備 

○：水管理システムが整備済み 

◎：各レベルとのデータ連携も可能 

△：ほ場の多機能型自動給水栓は整備されているが、分水工・水門・ポンプ等を通じて末端ブロッ

クとして一体的な動きをしない場合 

 

次頁以降に各タイプの概要を示す。 

 

※ ここで示す各タイプは概念的なものであり、地区内に複数ある支線水路系統又は末

端水路系統における水管理のＩＣＴ化の状況は全て同じと仮定している。 

他方、実際には、それぞれの支線水路系統や末端水路系統のＩＣＴ化は互いに異な

る場合が多い。このため、任意の地区は必ずしもＡ１～Ｃのタイプには当てはまらず、

実際は各タイプのハイブリッドとなっていることが多い。 

 

※ 表 3-1 は各レベルにおけるＩＣＴ技術の導入について単純化し、◎、○、△などで

表現しているが、実際にはそれぞれにおいても度合がある。 

  例えば幹線水路において水管理システムが導入されている場合（○又は◎）であっ

ても、以下のようにその様態は様々である。 

・全ての分水工の流量を遠方監視（ＴＭ）で把握している 

・幹線水路の要所の流量を遠方監視（ＴＭ）で把握し、区間毎に差引計算し、各区

間に複数ある分水工分の流量をまとめて把握している 

・全ての分水工を遠方操作（ＴＣ）している 

・主要な分水工のみ遠方操作（ＴＣ）とし、残りは手動としている 
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【タイプＡ１：現在の一般的な水管理システム】 

水路システム  ＩＣＴ技術の導入 ﾃﾞｰﾀ連携 

幹線レベル  目視・手動  又は  遠方監視・遠方操作・自動制御等  
なし 

支線レベル  目視・手動  又は  遠方監視・遠方操作・自動制御等  

末端レベル  目視・手動  － 

 

○ 幹線レベル若しくは支線レベル又はその両方で遠方監視・遠方操作・自動制御

等が導入され、これらは互いにデータ連携していないタイプ（図 2-2）。なお、末

端レベルでは目視・手動の従来方式。 

 

○ 現在、多くの地区で導入されているタイプ。国営造成幹線水路のレベルでは遠

方監視・遠方操作・自動制御等が整備されているが、水利組合等が管理する支線

水路レベルではまちまちというケースが多いと考えられる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 現状の水管理システムと対応する施設構成とシステム構成（タイプＡ１） 
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【タイプＡ２：現在の一般的な水管理システム】 

水路システム  ＩＣＴ技術の導入 ﾃﾞｰﾀ連携 

幹線レベル  遠方監視・遠方操作・自動制御等  
あり 

支線レベル  遠方監視・遠方操作・自動制御等  

末端レベル  目視・手動  － 
 

○ 幹線レベル及び支線レベルで遠方監視・遠方操作・自動制御等が導入され、そ

れらの間でデータ連携しているタイプ。なお、末端レベルでは目視・手動の従来

方式（図 2-3）。 
 

○ 幹線水路と支線水路のデータが連携することにより、 

・ 例えば支線水路が先使いの独自水源を有し、幹線水路からは不足分を補水す

る場合、支線の水源水量の不足を幹線側で感知し、迅速に幹線水路から供給す

るなどにより、需要への迅速な応答と労力節減が期待される。 
 

・ 例えば幹線水路からの分水に関し、上流側優先の慣行がある場合、上流側の

幹線分水工及びその先の支線水路の各箇所の流量を遠方監視することにより、

上下流間の取水量が適正化され、用水配分の公平化が期待される。 
 

○ さらに、究極的には、幹線レベルが全ての支線レベルと連携すれば、幹線水路

を介して支線ブロック間の水融通を円滑に行うことが期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3 現状の水管理システムと対応する施設構成とシステム構成（タイプＡ２） 
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【タイプＢ１：ほ場水管理システムの導入】 

水路システム  ＩＣＴ技術の導入 ﾃﾞｰﾀ連携 

幹線レベル  目視・手動  又は  遠方監視・遠方操作・自動制御等  
なし 

又は

あり 支線レベル  目視・手動  又は  遠方監視・遠方操作・自動制御等  

末端レベル  
△：ほ場における多機能型自動給水栓等の導入  
○：複数ほ場の多機能型自動給水栓の需要を末端ブロッ

ク起点の分水工・バルブ等が感知し自動制御  
なし 

 

○ 幹線・支線レベルについてはタイプＡ１又はＡ２のいずれかに該当し、末端レ

ベルについては、幹線・支線の制御システムとのデータ連携はなく、以下のいず

れかのシステムが整備されている場合（図2-4）。 
 
【「△」のレベル】（個々のほ場への多機能型自動給水栓等の設置） 

・ 末端ほ場において多機能型自動給水栓等が導入されており、遠方監視・遠方操

作、自動制御が可能となる状態。 

・ 農家の水管理労力が削減され、湛水や生育状況の遠方監視、気象・生育データ

に応じたスケジュール管理など、ほ場レベルでの高度な水管理が期待される。 
 

【「○」のレベル】（複数ほ場のシステム連携させた末端水路ブロック） 

・ 複数の末端ほ場に設置された多機能型自動給水栓を連携させる水管理システム

により、末端水路ブロックの起点である給水バルブ、分水門又はポンプが、各ほ

場の水需要に応じ自動制御される状態。 

・ 農家による水管理、末端水路ブロックへの給水バルブ等の管理者の労力削減と、

当該末端水路ブロックにおける無効放流の削減が期待される。 

・ 幹線・支線レベルの水管理者とのデータ連携は無いため、水源や支線水路の流

量、他の末端ブロックの需要を考慮した配水時間・取水量の調整機能はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4 現状の水管理システムと対応する施設構成とシステム構成（タイプＢ１） 
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【タイプＢ２：ほ場－支線間でのデータ連携】 

水路システム  ＩＣＴ技術の導入 ﾃﾞｰﾀ連携 

幹線レベル  目視・手動  又は  遠方監視・遠方操作・自動制御等  なし 

支線レベル  遠方監視・遠方操作・自動制御等  

あり 
末端レベル  

・ほ場における多機能型自動給水栓  
・複数ほ場の多機能型自動給水栓を連動させたシステム  

（末端水路ブロックへの分水の自動化）  
 

○ 幹線レベルの制御システム導入状況にかかわらず、支線・末端レベルにおいて、

以下のシステムを導入し、それらがデータ連携している場合（図 2-5）。 

・ 支線水路レベルの調整池・機場・分水工等でのＴＭ・ＴＣ等の導入 

・ 末端水路／ほ場レベルでの多機能型自動給水栓等＋複数ほ場の多機能型自動

給水栓等のデータ連携による末端ブロックへの起点（分水箇所）の自動化 
 

○ 末端の各ほ場の取水状況データを支線レベルで把握することが可能となり、末

端のスケジュールや需要に応じた適切な配水が可能となる。 

また、ほ場側でも、支線レベルの調整池やファームポンドの配水スケジュール

を確認し、必要に応じて配水の調整を行うことが可能となる。 
 
○ 幹線レベルの水管理者とのデータ連携はないため、幹線の水源や幹線水路の流

量、他の幹線分水工ブロックの需要を考慮した、幹線分水工ブロック間の配水時

間・取水量の調整機能はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2-5 現状の水管理システムと対応する施設構成とシステム構成（タイプＢ２） 
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【タイプＣ：ほ場から幹線までのデータ連携】 

水路システム  ＩＣＴ技術の導入 ﾃﾞｰﾀ連携 

幹線レベル  遠方監視・遠方操作・自動制御等  

あり 
支線レベル  遠方監視・遠方操作・自動制御等  

末端レベル  
・ほ場における多機能型自動給水栓  
・複数ほ場の多機能型自動給水栓を連動させたシステム  

（末端水路ブロックへの分水の自動化）  
 

○ 幹線・支線・末端レベルにおいて、以下のシステムを導入し、それらがデータ

連携している場合（図 2-6）。 

・ 幹線水路レベルの取水口・機場・分水工等でのＴＭ・ＴＣ等の導入 

・ 支線水路レベルの調整池・機場・分水工等でのＴＭ・ＴＣ等の導入 

・ 末端水路／ほ場レベルでの多機能型自動給水栓等＋複数ほ場の多機能型自動

給水栓等のデータ連携による末端ブロックへの起点（分水箇所）の自動化 

 
○ 末端の各ほ場の取水状況データを支線・幹線レベルで把握することが可能とな

り、ほ場から幹線水源までの一貫した水管理が実現する。 

また、ほ場側でも、幹線・支線レベルの取水量、分水工、調整池やファームポ

ンドの配水スケジュールを確認し、必要に応じて配水の調整を行うことが可能と

なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6 現状の水管理システムと対応する施設構成とシステム構成（タイプＣ） 
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コラム  

～ 次世代型水管理システム ～ 

 

平成 26 年度から 30 年度にかけて実施された内閣府「戦略的イノベーション創造プログラム（Ｓ

ＩＰ）「次世代農林水産業創造技術」において、ＩＣＴを活用した新たな水管理システム（次世代型

水管理システム）の概念が整理されている。 

ここでは、上記プログラムで整理されている「次世代型水管理システム導入ガイド」にて記述が

ある「次世代型農業水利システム」及び「次世代型水管理システム」について簡単に紹介する。 

 

１ 次世代型農業水利システム 

次世代型農業水利システムとは、少数の大規模経営の担い手が水利用の大宗を占める構造への転

換を図る中で、水管理を土地改良区と担い手が中心となって担えるよう省力化・効率化し、農業経

営戦略に基づく水の弾力的な利用を可能とするシステムであり、パイプライン、調整施設、ＩＣＴ

を導入し、末端需要主導型の水管理システム及び省力的な水管理を実現するものである。 

同システムの構築は、少数の担い手と土地改良区との二層管理によって水管理を省力化及び効率

化するとともに、これまでの供給主導型の水管理から水利用者の用排水需要に的確に対応できる需

要主導型水管理への転換をもたらす。 

次世代型農業水利システムをＩＣＴ導入により管理する水管理システムを次世代型水管理システ

ムとし、次項に示す。 

 

２ 次世代型水管理システム 

次世代型水管理システムは、次世代型農業水利システムを情報通信・制御技術で支えるものであ

り、①ほ場水管理システム、②配水管理システム、③基幹水管理システム（ＴＭ・ＴＣ）を合わせ

たものである（コラム図 2-1）。ほ場水管理システムは、ＩＣＴを活用して、ほ場レベルの湛水深

等の遠方監視、給排水栓の遠方操作・自動化を可能とする。配水管理システムは、土地改良区等が

管理するポンプ場などの配水施設の遠方監視・制御の導入、配水・分水の自動化、最適配水シミュ

レーションによる効率的な配水管理を実現する。農家が管理する水田の給水栓と配水施設を、ＩＣ

Ｔを活用して双方向で共有することで新たな水管理体制を整備する。 

①、②の水管理システムの上位には、基幹水利施設による地域の水管理を行う③基幹水管理シス

テムが位置し、さらに支線レベルで集約した情報を共有することで流域全体の水管理につなげるこ

とができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コラム図 2-1 次世代型水管理システムの概念図 

基幹⽔管理システム(ＴＭ･ＴＣ)

ほ場⽔管理システム ⽀線レベルの⽔管理システム
(配⽔管理システム)
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（１）次世代型水管理システムの運用主体 

次世代型水管理システムを運用する主体は、担い手と土地改良区である。担い手は従来個別農家

が持っていた水需要者の要望を集約し地域の水需要を代表する新たな役割と権限を持つ。一方、土

地改良区は、これまでの用水供給者の役割に加えて、担い手との協調を通じてより高度な需給調整

を実現する役割と権限を持つ。 

次世代型水管理システムが目指すのは、担い手の自由度（需要）と土地改良区の水源事情による

制限（供給）の間のスムーズな需給調整の実現である。担い手と土地改良区の間で運用される水管

理方式は、コラム表 2-1に示すように、大きく３つの方式に分類できる。 

 

コラム表 2-1 次世代型水管理システムにおける水管理方式の分類 

方 式 内 容 

需要主導型 担い手が水管理の主導権を持つ方式 

需要供給混在型 担い手と土地改良区が調整して水管理する方式 

供給主導型 土地改良区が水管理の主導権を持つ方式 

 

（２）対象とする施設と水管理システムの構成 

 対象とする施設は送水施設（幹線レベル）、配水施設（支線レベル）、末端かんがい施設（ほ場レ

ベル）であり、施設に対応して水管理システムが構成される（コラム図 2-2）。 

次世代型水管理システムの導入により、水田の水管理は需要主導型になる。土地改良区主導型の

基幹水管理システムと調和をとりつつ、水の需要と供給を調節する仕組みを構築する必要がある。 

大規模経営体が新たな水管理システムを導入する場合（遠方操作の導入、ＩＣＴ導入による水管

理の高度化など）、土地改良区が管理する幹線・支線レベルの水管理にも影響が及ぶことが想定され

る。しかし、大規模水管理システムの整備・更新はすぐにはできないため、既存システムの有効活

用を前提として対応を検討する必要がある。 

施設に対応した水管理システムの概要を以下に示す。 

 

◯ 幹線レベルの水管理システム（基幹水管理システム：土地改良区が管理） 

基幹水管理システムは、国営・県営土地改良事業で整備された水利システムで、土地改良区が管

理している。ダム、頭首工、ポンプ場等の水源施設と幹・支線水路、大規模分水工等の配水施設か

ら構成されている。これらの施設を監視・操作する水管理システムは、単独で運用するものから複

雑なシステムを構築したものまで多彩であるが、基本的には、用水計画に基づき、供給側（土地改

良区）が水の供給量を調整する方式がとられている。この中には、農家の需要を積み上げ、翌日の

水供給量を調整する事例もみられる。需要が重なり、需要量が供給可能量を超過するときは、供給

時間を調整する場合もある。 

 

◯ 支線レベルの水管理システム（配水管理システム：土地改良区・水利組合が管理） 

配水管理システムは、基幹水管理システムを引き継ぎほ場に送水するためのシステムで、大規模土

地改良区傘下の地域の土地改良区や水利組合で管理されている。ここでは、基幹水管理システムから

水の供給を受け、配水施設を中心とした水利システムを想定し、地域の土地改良区や水利組合により

管理されているものとする。大規模な担い手（数 10ha 以上を経営）が単独で管理する場合もある。

ＴＭ・ＴＣは整備されていないため、農家の水需要に合わせ手動で運転されている。早朝に運転を開
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始し、夕方に運転を止めることが多い。一方、吐出水槽を設置し、水位管理による自動運転や圧力タ

ンクを設置し需要（圧力）に応じた自動運転機能が付加された施設もある。 

 

◯ ほ場レベルの水管理システム（ほ場水管理システム：担い手による水管理） 

支線レベルの水管理システムから用水の供給を受け、ほ場レベルでは、担い手（大規模経営体） に

よる水管理が行われる。ほ場整備の進展、農業機械の大型化等により水稲作の直接労働時間は減少

してきているが、水管理を含む管理労働時間の削減は進んでいないため、担い手（大規模経営体）

の水管理負担は相対的に重くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コラム図 2-2 次世代型水管理システムの概念図 
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（４）技術面 

ア 機器の連動 

実証事例から、特に近年注目されている多機能型自動給水栓の効果的な設

置範囲や用水の有効利用のための調整施設の設置について挙げられた留意

事項を以下のとおり示す。 

 

①多機能型自動給水栓の設置範囲 

ＩＣＴを導入する配水施設（揚水機場や分水ゲートなど）と末端レベル

の多機能型自動給水栓を効果的に連動させるためには、配水施設の給水範囲

にある全てのほ場に多機能型自動給水栓を設置し、ブロック内のすべての用

水需要を配水施設に適切にフィードバックすることを検討する必要がある。 

大区画ほ場のように 1 区画に複数の給水栓がある場合は、すべての給水

栓を多機能型自動給水栓にする必要はなく、普通期に使用する給水栓のみを

多機能型自動給水栓にすることも考えられる。 

表 2-2 多機能型自動給水栓が一部のほ場のみに設置されていた事例 

■ 揚水機場を自動制御化し、当該揚水機場掛りの各ほ場に多機能型自

動給水栓を設置することにより、各ほ場の用水需要に応じて揚水機場

を稼働させて給水を自動化する計画 

■ 実証の途中段階では、多機能型自動給水栓が一部のほ場のみに設置

され、残りのほ場は手動で取水する状況となっていたため、揚水機場

からはその取水量を踏まえた用水供給ができず、ブロック全体への適

切な配水ができなかった。 

■ なお、現在は、ブロック内全てのほ場において多機能型自動給水栓

への切り替え工事を了している。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-7 多機能型自動給水栓の設置範囲（切り替え工事完了前）（イメージ） 
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［ブロック内の全てが多機能型自動給水栓］
・ブロック内の全ての用水需要をフィードバックさせることに
より、揚水機場からの給水自動化が可能

手動型
給水栓 ・大区画ほ場のように複数給水栓が

ある場合、普通期に使う給水栓のみ
多機能型とし、全てを取り替える必要
はない。

・多機能型自動給水栓に取り替え

多機能型
自動給水栓

多機能型
自動給水栓

多機能型
自動給水栓

手動型
給水栓

手動型
給水栓

手動型
給水栓

現在 将来
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②用水の有効利用のための調整施設の設置 

ＩＣＴを導入する配水施設（揚水機場や分水ゲートなど）の自動制御化

を行うことにより、末端ほ場の用水需要に応じたきめ細やかな送水が可能と

なると、従前と比べて、各ブロックにおける用水需要のピーク時に分水量が

大きくなることが想定される。水利権等の制約により、水源からの幹線水路

への供給量が末端の用水需要に連動しない場合、上流側の配水施設の分水量

が用水需要のピークに合わせて大きくなると、下流側の配水施設で必要量を

分水できないなどの影響が生じる可能性がある。 

このため、下流側への影響を緩和する方法として、既設の調整施設を有

効活用するほか、取水ルールの調整による用水需要ピークの分散やＩＣＴを

活用した番水の効率化などの工夫を行うことが重要である。また、水尻の排

水口を遠方自動監視制御型の排水口とすることも無効放流の発生を抑制し、

下流側への影響を緩和することに有効と考えられる。 

表 2-3 ＩＣＴ導入により用水需要のピーク時の分水量が大きくなった事例 

■ ほ場の需要に関わらず一定水量を分水していたことにより、用

水需要のピーク時には用水不足、用水の需要が少ない時期には無

効放流が発生していたため、分水工バルブを自動制御化し、ほ場

と用排水路に水位計を設置することにより、バルブ開度を地区内

水位等と連動させ適切な分水量となるよう計画。 

■ バルブの自動開閉による調整頻度が多くなることにより、分水

総量は減少したが、用水需要のピーク時の分水量は従来よりも大

きくなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-8 用水の有効利用のための調整施設の設置（イメージ） 

分水工
（自動化）

幹線水路

［ＩＣＴ導入］
・水位計等により無効放流量やほ場水位等を把
握し、分水工バルブを自動制御化（自動開閉）
・適切な分水量管理を行い、自動制御化した分
水工掛かりの配水エリアにおいては無効放流量
を削減

分水工
ゲート 排水路

支線水路

水位計

水位センサー
［従来］
・ほ場の需要に関わらず一定水量を分水
・用水不足が生じたり、無効放流が発生

分水量

時期

［ＩＣＴ導入］
・バルブの自動開閉による調整頻度が多くなるこ
とで分水総量は減少するが、用水需要のピーク
期は従来の分水量を大きく上回った。
・分水量が大きくなることにより、下流側で必要水
量を分水できなくなる可能性
・下流側への影響を緩和するため、既設の調整
施設を有効活用することなども検討

用水需要ピーク期

無効放流量
を削減

分水工
（手動）

調整施設

上流側

下流側

［ＩＣＴ導入］
・下流側への影響を緩和するため、取水ルール
の調整による用水需要ピークの分散などを検討

［ＩＣＴ導入］
・下流側への分水量が不足する場合、ICTを活用
した番水の効率化なども検討
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イ システムの互換性 

実証事例から、ＩＣＴ機器のシステムの規格・仕様がメーカー間で必ずし

も統一されておらず、同一地区で互換性のないシステムが混在すると、シス

テム毎に別々の画面を確認する必要が生じてしまい、管理者と農家の双方に

とって不便であることが挙げられている。 

過年度調査＊においても、互換性のない複数のシステムを導入する場合の

懸念事項が下表のとおり整理されており、ＩＣＴ機器を導入する際は、管理

者と農家とでＩＣＴ導入の目的を明確化し、必要な機器を事前によく検討し

た上で、可能な限り互換性が確保されるシステムとすることが望ましい。 

 

＊平成 30 年度農業水利制御システムに係る標準化実証調査検討業務報告書（平成 31
年 3 月、株式会社日水コン） 

 

表 2-4 複数メーカーのシステムを導入する場合の懸念事項 

■ ほ場に設置された給水栓・落水口等のシステムが複数の互換性

のないものとなり、データの集約が困難になる。 

■ それぞれ農家が互換性のないシステムの給水栓・落水口等を使

用する場合、水管理操作が煩雑になる場合があり、解決するため

の費用がかさむ。 

■ 農家がシステムの異なる給水栓・落水口等に変更する際、旧シ

ステムで蓄積したデータを新たなシステムに移行することができ

ない場合があり、そのための費用がかさむ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-9 ＩＣＴ機器導入に当たっての懸念事項の例 
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ウ 開水路への多機能型自動給水栓の設置 

実証事例から、開水路に多機能型自動給水栓を設置する場合には、図 2-10

のように水路の流量不足や深水管理期間に用水停止期間があることなどによ

り、ほ場へ給水できない期間が生じるケースがあるため留意が必要である。 

このため、末端ほ場の用水需要を適切に配水施設等の管理者にフィードバ

ックして、多機能型自動給水栓の稼働に必要な配水量を確保する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2-10 水位不足による給水の不具合（イメージ） 

 

 

 

開水路

・用水の流量不足や深水管理期間に用水停止
期間等があり水位が下がる場合、給水に不具合
が生じる
・管理者に必要水量を配水してもらうよう用水需
要を適切にフィードバックする必要

水位が下がり、
取水できない

水位低下

多機能型
自動給水栓



34 
 

（５）立地・設置条件 

ア 通信環境の確保 

実証事例から、多機能型自動給水栓について、山影に設置された場合や天

候不順が続いた際に、太陽光発電ができずにバッテリーの電圧低下が起こり、

充電や機器の設定を変更する必要があったこと、設置を検討していた場所の

通信環境が不安定であり設置が難しい場合があったことなどが挙げられてい

る。 

ＩＣＴ導入に当たっては、基地局やサーバーの設置・使用状況を事前に把

握するとともに、これを踏まえた設置場所の検討や通信環境の整備が必要で

あり、ＩＣＴ機器（制御装置）、基地局、サーバー及び携帯情報端末の間で良

好な通信環境となるように導入計画を立てる必要がある。 

基地局は、複数の制御装置から通信が可能な位置に設置するように計画し、

できるだけ高い位置になるようにすることにより通信環境を向上できる。基

地局をＩＣＴ機器（制御装置）と同様の標高面に設置する場合には、作物の

草丈を考慮した高さを確保するよう留意する必要がある。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-11 通信環境の整備（イメージ） 
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イ 維持管理のしやすさ 

実証事例から、ＩＣＴ機器の維持管理において、水位・水温センサー等の

設置場所、ゴミ流入・詰まり及び食害などに係る課題が挙げられている。こ

れらの課題の事例を表 2-5 に示す。 

ＩＣＴ導入による効果を十分に発揮させるためには、これらの課題に留意

しながらＩＣＴ機器を設置して維持管理を行う必要がある。 

 

表 2-5 ＩＣＴ機器の維持管理における課題事例 

■ 水位・水温センサー等の設置場所  

・ ほ場内に設置するため、農機などの障害物となることがあり、設

置場所や時期についても考慮する必要がある。 

・ 末端給水栓が大きくなり草刈りがしにくい。 

・ 水位センサーが泥で埋まってしまうため、水位センサーをただ刺

すだけでなく、周囲を掘るなど土砂が溜まりにくい工夫を行う必要

がある。 

・ 波により正確な水位を計測できない可能性があるため、水位センサ

ーを保護する波板や水位計を格納する保護桝（有孔またはスリット

付きのもの）の設置が有効。 

・ 水位センサー（圧力式）において、センサー部に土粒子が付着する

ことで異常値が発生することがあり、エラー時はセンサー部を洗浄

して対応する必要があった（現在は、保護管を設けることで異常値

が生じなくなり、軽労化につながった）。 

・ カラスが太陽光パネルを汚してバッテリーの充電に支障が生じた。 

・ ほ場が均平でない場合、水のかかりにくい標高の高いところがあ

るが、給水栓の水位センサーが有線であるためそちらで水位管理が

できなかった。 

■ ゴミの流入・詰まり 

・ 開水路での使用のため、流草や土砂によるつまりなどの問題が発

生した。故障の原因になりやすく、ゴミ除去の点検も煩雑である。 

・ 大雨による開水路への土砂流入による故障が発生したため、トラ

ブル防止対策を検討する必要がある。 

■ 食害 

・ ネズミの食害による多機能型自動給水栓のコードの切断が生じた

ため、トラブル防止対策を検討する必要がある。 
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（６）管理体制 

農家の高齢化や大規模経営体の増加に伴い、従来単区土地改良区・水利組合

等といった組織が管理していた配水システムの管理体制が脆弱化してきており、

きめ細やかな用水需要への対応が難しくなってきている。このため、図 2-12 に

示すように、ＩＣＴの導入により、土地改良区・土地改良区連合等の施設の管

理範囲を拡大することや、大規模経営体が主体となって配水システムの管理を

担ってもらうことなどが考えられる。ＩＣＴ導入を検討する際は、事前にＩＣ

Ｔ導入による新たな水管理にむけた体制づくりを検討する必要がある。 

実証事例から、ＩＣＴ導入に当たり、新たな水利用のルールについて地元説

明会を複数回行うことや、用水量が少ない場合は取水が競合しないように地域

内での調整が必要であることを関係者で共有することなどが、管理体制づくり

に向けた取組として挙げられている。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図 2-12 土地改良区等と農家の管理範囲の変更（イメージ） 

土地改良区の監視範囲の拡大で対応 大規模経営体の水管理の作業受託による作業範囲の拡大で対応

経営体側の水管理の効率化
・大規模経営体の農地が分散するなど、水管理

労力が増大する中、遠隔操作型給水栓等の
導入で水管理の効率化を図る

土地改良区等側の配水管理の省力化
・きめ細かな水需要への対応に向けてICT機器導入などにより
土地改良区等の監視範囲を拡大する方向で対応

水管理体制のイメージ

・ため池、河川への注水
・調圧水槽等

ダム
・分水施設
・調整池等

導水路 支線水路
（開水路、管水路） 末端水路幹線水路

揚水・加圧機場等

ほ場

土地改良区等の管理 水利組合等の管理 農家の管理

水位等監視センサー
遠隔操作型給水栓

大規模経営体の
農地

農地集積

大

小

Ｐ

・水管理組織の脆弱化
に対応するためICT水
管理システムの導入

・土地改良区等と経営体
との話し合いによる管
理範囲の調整

水管理システム（TM・TC）

配水管理システム
の導入
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（７）機器操作性 

ＩＣＴ機器を導入しても、操作が不慣れである場合、その効果が十分に発揮

できない可能性がある。 

実証事例から、スマートフォン等の端末を使用して水管理を行う際、機器の

操作に不慣れで営農に利用することへ抵抗がある場合があるため、制御ソフト

ウェアの使い方のサポート態勢についても検討が必要であることが挙げられて

いる。 

また、今後さらにＩＣＴ導入を進めていく際には、高齢者が新たにスマート

フォン等の端末を保有することやその操作に慣れるための訓練なども求められ

ることなどが課題として挙げられている。 

一例として、当初は番水ルールに基づき手動で農家が給水栓操作を行ってい

たが、ＩＣＴ導入（多機能型自動給水栓の設置）により、番水ルールを自動制

御に組み込んだ地区がある。当該地区においては、スマートフォンを使って番

水ルールに基づいた操作を行っており、農家が操作に習熟することによりＩＣ

Ｔ導入の効果が十分に発揮されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農家への操作説明会          農家・施設管理者用スマートフォン 
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（８）経済性 

ア 初期費用、更新費用 

実証事例から、多機能型自動給水栓や施設の電動化等にかかるＩＣＴ導入

の初期費用が高いことに加えて、通信費等（基地局の UPS バッテリーや子局

の蓄電池等の部品交換、パソコンや通信機器等の点検、プロバイダ料金等）

をはじめとした維持管理等の費用も高いため、土地改良区等や農家にとって

大きな負担になっていることが多い。 

また、輪作を行う農家では、水稲を作付けするほ場が毎年変わるため、多

機能型自動給水栓の設置時の工事費用負担が増すことが挙げられている。 

ＩＣＴ導入に当たっては、見回り労力や操作労力の節減及び無効放流の縮

減等の導入効果、施設の管理形態、導入後の管理体制等について、農家、水

利組合及び土地改良区を交えて十分に検討する必要がある。いたずらに高度な

システムを導入するのではなく、ＩＣＴ導入の効果、ライフサイクルコストなど

の経済性、将来の管理体制及び地元の意向などの観点を十分踏まえて、現場状況を

踏まえた最適なＩＣＴ整備水準を検討する必要がある。 

＊ＩＣＴ導入を支援する補助事業については第６章を参照  
 

イ 通信費用 

地域の条件に応じて適切な通信方式を選択することで、経済的負担を軽減

させることが期待できる。雷や予期せぬ断線などによる通信障害を避ける必

要がある通信経路や、動画などの比較的大容量のデータを送受信する通信経

路では、通信安定性・通信能力が高く迂回経路が整備された、通信キャリア

を利用する必要があるが、一般的にその通信費は高い。一方、ほ場レベルで

日常の情報収集を行う通信経路では、送受信される情報密度は低く、通信障

害によって被るリスクも小さいため、安価な通信環境を自営で整備すること

で、経済的負担の軽減を図ることができる。 

したがって、水管理システム内の各通信経路で、通信費、通信能力、通信

障害によるリスク、維持管理労力などを適切に評価して最適な通信方式を選

択することが重要である。 
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（参考 2-1）低コスト通信規格の活用事例  

○ ほ場の水管理の自動化の事例 

静岡県では、水田センサーと多機能型自動給水栓の通信方式として、低コ

スト通信規格であるＬＰＷＡ（第３章参照）を利用し、水管理の省力化と精

度向上を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「ICT を活用した日本最大級の水田水管理システムの実証研究（静岡県農地局）」 

図 2-13 水田水管理システム 

 

○ 農業水利施設の遠方監視の事例  

静岡県袋井市では、農業水利施設の遠方監視などにＩＣＴを活用し省力化

に取り組んでいる。監視対象施設数やデータの送受信容量を踏まえ、通信方

式としてＬＰＷＡを採用し、通信費の削減を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「農業農村における情報通信環境整備のガイドライン（農林水産省農村振興局地域整備課）」 

図 2-14 通信施設の設置状況 
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ウ 効果的なＩＣＴ導入範囲 

（ア）水管理方式を踏まえたＩＣＴ導入範囲 

ＩＣＴ導入状況等調査の結果から、次の傾向が見られた。 

 

① 基幹レベルから送水レベルが供給主導型又は半需要主導型、末端レベル

が需要主導型の水管理方式においては、ＩＣＴ導入済の地区が多く、デー

タ連携なしで基幹レベル、送水レベルにＩＣＴを導入する【タイプＡ１】

でも、配水の改善、水管理の労力軽減が期待できると考えられる。また、

ＴＭ・ＴＣが未導入の基幹施設、送水施設へのＩＣＴの導入や、末端の多

機能型自動給水栓導入により、さらなる配水の改善、水管理の労力軽減が

期待できると考えられる。 

 

② 全線が供給主導型又は半需要主導型の水管理方式においては、ＩＣＴ導

入済の地区は上記①の水管理方式に比べて少ないものの、データ連携なし

で基幹レベル、送水レベルにＩＣＴを導入する【タイプＡ１】でも、配水

の改善、水管理の労力軽減が期待できると考えられる。また、ＴＭ・ＴＣ

が未導入の基幹施設、送水施設へのＩＣＴの導入や、末端の多機能型自動

給水栓導入により、さらなる配水の改善、水管理の労力軽減が期待できる

と考えられる。 

 

③ 全線需要主導型の水管理方式においては、水利用・水管理にあまり支障

を感じておらず、配水の改善、水管理の労力軽減については、供給主導型

に比べるとＩＣＴ導入による効果が大きくないと考えられる。 

 

（イ）多機能型自動給水栓の設置範囲 

実証事例から、多機能型自動給水栓の設置を検討する際は、給水対象範囲

（多機能型自動給水栓の種類によるが給水範囲が 1ha 程度の機器もある）に

見合った設置数とすることが経済的であることが指摘されている。 

また、水管理の省力化に関して、日中に行う作業労力をＩＣＴ機器の導入

により軽減することを目的とする場合は、効果を発揮させるために比較的ま

とまったほ場のほとんどに多機能型自動給水栓を設置することが必要であ

ると考えられる。一方、導入費用の面から一部のほ場にしか導入できない場

合であっても、夜間・早朝の灌漑等手動では困難な水管理を行うことが目的

であれば、省力化の効果がみられることが指摘されている（図 2-15）。 ただ

し、設置は基地局から電波の届く範囲で行うことに留意する必要がある。 
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図 2-15 多機能型自動給水栓の事例 

夜間・早朝の水管理

日中の水管理

【遠方操作による管理労力の軽減】
・多機能型自動給水栓を導入することで、自宅からで
もほ場に給水できるようになり、移動時間や給水操作
時間が軽減されます。

【水管理の労力】
・水管理の時期は毎日操作をしなければならず、ほ場
に行くのも大変です。
・特にほ場が遠い場合は、移動時間もかかり、水管理
の労力が大きくなってしまいます。

【タイマー機能や自動
停止の機能】
・タイマー設定による
給水停止や水位セン
サーによる給水の停
止が可能になることで、
夜間や早朝の水管理
の労力が軽減されたり、
事故の防止につながり
ます。

【夜間の作業】
・水管理にかかる作業は、夜間や早朝にも発生します。
視界が悪いため、ケガなどの危険性があります。
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（９）その他 

ア 気候変動への対応について 

気候変動の影響として、高温による水稲品質への影響が西日本等を中心に

発生している。品質への影響を抑えるため、深水かんがいや掛け流しかんが

い等が推奨・実施される地区もある。深水かんがいや掛け流しかんがい等は、

土地改良区等と水利権量や配水能力を考慮・調整した上で実施しないと、用

水需給のバランスに影響をきたす可能性がある。また、昨今の米価下落等の

影響や米の生産・消費の需給バランス（供給過多の傾向）を踏まえ、水稲の

作付動向は絶えず変化しており、水需要も増減を予測することが難しい状況

となっている。 

このような水需要の変化に対して、施設規模の一律の増大による対応は困

難であったとしても、調整施設の設置やＩＣＴ導入によるきめ細やかな用水

需要の把握及び送配水操作により、柔軟な対応が可能となることが期待され

る。また、水位・水温センサーを導入し水路やほ場の用水温度を把握するこ

とで、水稲の高温障害対策としての深水かんがいや掛け流しかんがい等を、

より効果的に実施可能となることが期待される。 

 

イ 水資源の制約について 

実証事例から、ＩＣＴ導入による水管理について、各地域への導入に当た

っては、水利権の制限があるため、利用できる水資源には制約があることが

指摘されている。 

 

ウ ＩＣＴ導入により生まれた時間の有効活用について 

ＩＣＴ導入による遠方監視や遠方操作により削減できる維持管理に要す

る時間を有効活用していくことが望ましく、高収益作物の栽培、有機栽培、

６次産業化に取り組んでいくなどの営農展開が期待される。 
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コラム  

～ ＩＣＴ導入により発揮される多面的機能 ～ 

 

ＩＣＴの導入により、見回り労力や操作労力の節減、無効放流の縮減等の効果が

期待されるほか、以下に示す事例のように、農業の多面的機能の発揮に資する場合

もあるため、そうした点にも留意するとよい。  

 

◯ 田んぼダムについて  

スマート田んぼダムとは、水田の水位に応じて自動制御する排水装置を用いて、

豪雨前の一斉落水、豪雨中の一斉貯留や流出抑制、豪雨小康状態時の排水等を行う

方式である。給排水装置と通信中継機を無線で接続し、クラウドサーバを通じて、

スマートフォンやパソコンで制御を行うことができる（コラム図 2-3）。 

近年の災害状況を踏まえ、ＩＣＴ導入による田んぼダムを活用した流域治水へ貢

献するなどの付加価値も期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コラム図 2-3 スマート田んぼダム（イメージ） 

 

◯ 環境保全への貢献について 

農業用水路や田んぼには多様な生き物が生息している。水位・水温センサーなど

のＩＣＴ導入により、田んぼや農業用水路の水位や水温の把握が可能となるととも

に、きめ細やかな水管理を行うことにより多様な生き物にとって好ましい生息環境

への配慮が期待できるなど、環境保全への貢献も期待できる。 

制御

制御

データ通信スマート
フォン等で
操作

通信中継器

サーバー

給水側 排水側

多機能型自動給水栓

水位センサー
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